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はじめに
文書|桝学省の「平成 24年度大学関連携共同教育
推進事業J1)に山形大学を代表校とした聡IlW東日
本広域の大学関連携による教育の質保証・向上シス
テムの構築~ (略称は“つばさ"プロジェクト)が採
択された。この取組は、 iFDネットワーク“つば
さ"Jを母体とし、 “つばさ"の加盟校の中で本取
組に賛同した 19の大学・短期大学(山形大学、会
津大学、札幌大学、北期大学、青森中央学院大学、
石巻専修大学、東北芸術工科大学、東日本国際大学、
明海大学、国際武道大学、了徳寺大学、東京家政学
院大学、東京造形大学、日本女子大学、札幌大学女
子短期大学部、北朔大学短期大学部、 青森中央短期
大学、羽陽学園短期大学、いわき短期大学)が連携
校となり、14の地方自治体等(羽髄教育委員会、
釧路市、平取町、NPO法人阿寒観光協会まちづく
り楢樹鱗、新庄市、金山町、 最上町、舟形町、 真
室川町、大廟静止鮭川村、戸沢村、)r I崎市、相模原
市)が連携機関となって実施するものである。本取
組の概要を表1に示すが、具体的な内容は本取組の
ホームページ2)を参照していただきたしも
本プロジェクトは大きく 3つのプログラムからな
り、その中でも(1)連携主体的学習プログラムの
②大地連携ワークショップがこのプロジェクトのプ
ランの重要な位置を占めていると我々は認識してお
り、採択が決まってから、取組担当者である筆者は
東奔西走しながら、大脳車携ワークショップの成功
に向かって遁進している。しかしながら、大出藍携
ワークショップが関係者に正確に理解されないこと
によって、連携大学にかなりの負担をかける懸念が
生じてきたので、ここで筆者がデザインした大脳車
携ワークショップについてもう一度整理してみたい
と思う。大地連携ワークショップは、本プロジェク
トのみならず、大学と地域の連携の新しいあり方を
提示することによって、全国の大学に資するものだ
と考えている。
表1 “つばさ"プロジヱクトの概要
本取組は、東日本広域圃の国公私立の大学等カ漣携
する rFDネットワーク“つばさ"Jの実績を基盤
として、効率的かつ実質的な教育の質保匝・向上シ
ステムを確立することを目的とする。 ζの取組の目
標は、学生が自己学習力と社会人基礎力を身に付け
ることにある。目的・目標を達成するために、(I)
連携主体的学習、 (II)連携FD/SD、 (m)連
携 1Rの3つのプログラムを共同して遂行する。
(I)でl京D学生主体型捜業と②央地連携ワークシ
ョップを実施する。①では『合同成果発表コンテス
ト』を実施する。②は地場の人たちと一体となって
現地体験型ワークショップを北海道一山形一首都圏
一海外で開股し、学生は広い視野と社会性を身に付
ける。 (II)によって教職員の質向ょに努め、 (m) 
によって客観的データを重視する連携1Rシステム
を共同開発・運賞する。本取組のための運首体制は
盤石であり、外部評価委員会によって直常的に改善
を図っていく。
1. 大地連携ワークショップを申請書から見る
大地連携ワークショップは文部科学省の「平成24
年度大学問連携共同教育推進事業」に提出した申請
書の「様式2Jにおいて、 i2.連携取組について」
のi(l)大学問連携の戦略と連携取組の趣旨・目的J
に初出する。その前後の文章を引用しよう。
学生の社会人基礎力や自己学習力を養成するに
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は、地域に出て地域の人たちと一緒に活動する地
域連携授業が有効である。山形大学では平成 17
年に山形県の中で唯一高等教育機関のない最上地
域 (8市町守す?と協定を結び、地域全体をバーチ
ヤルなキャンパスと見立て人材育成と地域活性化
を目的とした「エリアキャンパスもがみJ3)を設
立した。 rエリアキャンパスもがみ」において、
平成 18年度から現屈まで毎学期、全学共通教育
の基盤(教養)教育の正規の授業として「フィー
ルドワーク:共生の森もがみ(以下、フィールド
ワークと表言日」という、地元の匠を講師とした現
地体験宿泊型の地横車携授業を展開してきた(平
成 18年度現代GP採択事帯。連携校にも全峨
の人たちと連携した独自の教育活動が展開されて
いる(例えば、札幌大学「アイヌ文化ワインター
研修」や日本女子大学 rSAKULABJ等)。本取
組はこれらを有効活用して、休暇中に北主厳重、山
形、首都圏の3地区で共同開発した大t剖車携ワー
クショップ(大学と地域の連携によるワークショ
ップ7を開設し、多地域の学生が履修することに
よって日本全体を傭轍できる広し埼見野と問題意識
を持った社会人基礎力を身に付ける。
この予測困難な時代においては、祖会からのニ
ーズに対応するだけでは、明るい未来は約束され
ない。大学は時代や佐会に適応する従順な人材を
育成するのではなく、ステークホルダーと一緒に
なって、進取の気性に富んだ人材を育成していか
なければならな川対歯車携ワークショップには
地域の子どもから老人まで、異世代の人々が参加
する。本取組によって、大学が地域の人たちと一
体となって変わっていき、社会を改善・変革する
ボトムアップの力を生み出していくことが期待で
きる。さらに、学生にグローバルな視点を身に付
けさせるために、海外版大1歯車携ワークショップ
を実脂する。海外版を含めた一連の大脳車携ワー
クショップは単独の大学等では実施することが極
めて困難なものであり、広域圏の大学関連携の取
組ならではの特色を有している。
次に、 「包)連携取組の達成目標・成果」の中に次
のような文章が登場する。
ステークホルダーは、大地連携ワークショップ
等を通して本取組に直接参加することによって大
学への郡平が進み、大学と一緒に社会を変えてい
こうとする意欲が高まり、他の地域の活動を学ぶ
ことによって地域活性化の具体的方策を獲得する。
大学とステークホルダーの両者が一体となって地
樹土会を変革していく端緒となる。
r (3)支援期間終了後の取組lでは、次のように
書かれている。
大地連携ワークショップは、支援期間終了後も
ステークホルダーと大学が一体となって、より質
の高いものに改善していく。
大抵車携ワークショップの内容は r(4)連携取組
の内容」の r(I)連携主体的学習プログラムJの中
で、申請書の中ではもっとも詳しく述べられてい
る。
大地連携ワークショップは、事前準備として、
地元の人たちの参画をあおいで、平成24年度の
後期に、北海道平取町において札幌大学が「アイ
ヌ文化ウインター研修」を、山形大学が山形県最
上地域で「フィールドワーク」を実施し、本格実
施に備える。そして平成25年度の夏季伽陵中に
山形大学で連携校の学生が履修できる大脳車携ワ
ークショップを5泊6日でパイロット的に開講す
る。このパイロット事業には翌年に北海道と首都
圏で開講ずる大地連携ワークショップの主担当校
の教職員も参加し、研究を深めていく。また、本
ワークショップは学生の事前・事後学習を義務付
けるとともに、ワークショップに関わる教職員と
地元の講師の教育支援も行う。このことによって
持続的な改善を図り、質の高い大地連携ワークシ
ョップにする。
こうした準備期間を終え、平成 26年度から毎
年、北譜鑓一山形一首都圏の3地域で地域の人たち
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と連携した大地連携ワークショップを休暇中に開設
し、各校の希望学生が履修する(図1)。履修生は
他地域の住民や学生との交流や、ワークショップ終
了後にレポート「私は地域で考えた」を作成するこ
とによって、視野が広がると同時に日本の現状と課
題を主体的に考えることができるようになる。
北海道 ノ
図1 大地連携ワークショップ
大地連携ワークショップは単位互換を行わず、単
位認定をする場合は各校で行う。また、各校はそれ
ぞれの実情に合わせて、これを正規の授業または課
外活動として位置づけることができる。
大地連携ワークショップは、地域のステークホル
ダーである自治体や住民と一緒に作り上げるもので
ある。それゆえ、このワークショップを通してステ
ークホルダーも現代の若者たちゃ大学への理解が進
むことによって意識の変容が生まれ、ステークホル
ダーと大学が一体となって地域の活性化や社会の発
展に尽くすことができる。
学生と教職員の国際性を養うために、海外の提携
校(ニューヨーク州立大学機構等)を活用して、海
外版大士出車携ワークショップを第二期の平成 27年
度から実施する。本授業の活動を通して、海外の学生
や大学関係者、市民との交流を図り、学生たちはグ
ロー ノミノレな視野を持つことができる。
第三期には、本聯ill.の成果物のー っとして共通テ
キスト『大地連携ワークショップの実践(仮)j]を発
行し、全国の主要機関に配布する。
申請書のI(6)連携や聯E内容の実績等」の中で、
大地連携ワークショップの実績として、山形大学の
エリアキャンパスもがみの「フィールドワーク」を
取り上げている。
山形大学が「エリアキャンパスもがみ」で毎学期
実施している「フィールドワーク」は、全学共通教
育の基盤(教養)教育の正規の授業であり、多数の
プログラムからなる(表2)。
表2 rエリアキャンパスもがみ」での
フィールドワークプログラム
前期フロタフふ 開催地
①f目本ー の山!I!パレ』ド・草野庄まつりj 草野庄市
② r1~陶に挑聖書! J新庄東山燥の世界 草野庄市
③環境保全活動を通した自然との共生や循環雪山士会 草野庄市
@きらゆかねやま写生マップ作り 金山町
⑤山間地の宝物を見つ11ょう 金山町
@目覚めよ l谷日銀山 金山町
③冒険家との語らいと待産品づくり・奥のflB送体験'1官 震よ町
@里地里山の寓生活動I 舟形町
③山村活性化調査隊 真室川町
⑪子ども速の自然体験活動自然諮皮I 真室川町
。温泉地大蔵村の自然・人・もの体験 大:stサ
⑫自然の保全員苦'闘を還して.生理割多険性の畠9方を宥える 経)1村
⑬戸沢村のg冗書記印 l拳齢者集団のさ主き畿に学占; p~R村
⑩山察側I1と米f事り 戸 ~Rtサ
後期プロクラム 開催地
@お話とi~り~図書館書寄りに参加しよう~ 草野庄市
②体験『ごまかしのない食品づくりに挑戦!J 新庄市
@山問地の文化を慮り起こそう 金山町
@交流tt!!~の活力と奥の IlB i互に触れよう‘1 '2 長上町
⑤里地里山の高生活動E 舟形町
@子ども遂の自然体験活動支綴3再度E 真室川町
③地織の生活文化と冬の自然体験 p~R村
<t芋是正伶りと創作ピザ伶り p~R村
③冬の里山とまたぎ文化 戸 ~R村
この授業の特色は、①地域の自然や文化の活用、
②地元講師、③土日を利用した現地体験宿泊、④少
人数教育にある。ここでステークホルダーである自
治体と一体となって授業を作り上げ、人材育成と地
域舌性イ七を図ってきた。これまでの「フィールドワ
ーク」の履修者は千名を越えている。一連の活動が
高く評価され、 「エリアキャンパスもがみ」の「最
ヨ
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上地区運営委員会」は平成23年度の山形県主催「や
まがたNPO活劇縫フォーラム」で「やまがた公
益大賞」を受賞した。
2. 大地連携ワークショップを実施するに当たって
の補足
本プロジェクトが採択されたとの連絡が9月に入
ったので、早速10月27日に“つばさ"プロジェク
トの「第一回運営協議会」を開催し、 1枝を除いた
すべての連携校と連携機闘が一堂に会し丸そこで
共通理解を図るために、筆者は本プロジェクトの内
容をパワーポイントを使って90分かけて説明し丸
大地連携ワークショップについては、申請書だけで
は十分な理解ができなかったと考え、 「エリアキャ
ンパスもがみ」の「フィ fーレドワーク」をたくさん
のスライドを使って詳細に説明した。そしてこれか
ら実施していくことになる大地連携ワークショップ
については、図3と4を使って説明した。
連携校には様々な地域連携の実績があるので、本
取組の大脳車携ワークショップにはその資産を積極
的に有効活用する。
山形大学はニューヨーク州立大学機構(64大学等
から構成され 40万人の学生泊准籍)から大学関連
携のFD活動が高く評価され、平成 17年度の包括
協定の締結に至った。以来、交流を深めてきた。こ
の機構の中には魅力的な夏季集中プログラムがあり、
今回の海外版大地連携ワークショップに活用でき
る。
0平成25年度の大地連携ワークショップのパイロット捜揖
場所:山形県最上広域圏(山形大学「エリアキャンパスもカ切J)
捜業名: rフィールドワーク:共生の森もカ句」
パイロット捜業:rフィールドワーク」のープログラム(山形大学ならびに東北芸術工科大学、
羽陽学園短期大学の学生には単位互換協定により単位を認定する)
日時:夏季休業中 :8月6日(火)-9日(金)(仮)
宿泊:現地
参加人数:15名程度(山形太生5名程度、他末学生10名程度、各末学等0-2名程度、学部・
学科・学年・性別不問)
経費;学生にかかる経費(交通費、宿泊費、参加費)は本事業負担(食費は除()
集合・解散 :6目(火)の午前8時に山形大学E門前に集合、 9目(金)の午後6時に山形大学
正門前で解散、文学から現地への移動はパス
捜業の公開;睡でも参観できる(公開と検討会によって、授業改善を進める)。
国3 第一回“つばさ"プロジェクト運営協踏会(平成24年10月27日)で示した
太地連携ワークショップのパイロット授業の計画
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0大地連揚ワー クショップの霞計
-基本的に単位互換は行わない。単位を臨定する場合は、各大学で行う。単位を包定できる時間散には
設定する。
・日時:夏季あるいは冬季休業中(たとえば8月第1週北海道・第2週東北・第3週首都圏に割り振る)、
5泊6日(前後の移動日を含む)
・場所・プログラム:
北海道
平取町(柑幌大学+北期大学「アイヌ文化ウインター研修J)
釧路市・阿寒湖(新規、本U院大学+α)
東北
山形県最上8市町村 (rフィールドワークJ)
(注:割目人数によっては、プログラムの増働句船
首都圏
川崎市(新規久日本女子大争α)
相模原市(新規?、東京家政学院大学+α)
・特色:地元講師による現地体験宿泊型授業、各大学での事前・事後指導
・参加人数:各プログラム10-20名程度(各文学等0-2名程度、学部・学科・学年・性別不問)
・経費;学生にかかる経費(交通費、宿泊費、参加費)は本事業負担(食費は除<)
・集合・解散:現地への移動はパスを利用し経費の削減を行う。
・授業公開:誰でも参観できる(公開と検討会によって、授業改善を進める)。
園4 第一回“つばさ"プロジェクト運営協議会(平成24年10月27目)で示した
大地連携ワークショップの設計
この運営協議会での私の説明に対して、質問や意
見は会議の席上ではまったく出なかった。運営協議
会後の情報交換会では、大脳塵携ワークショップを
担当することになっていない大学からも大地連携ワ
ークショップ参加に対して熱Jむな意見が表明され
た。
3. 大地連携ワークショップの基本的デザイン
申請書に示したように、大地連携ワークショップ
は大学と地域が共同して作り上げ実施する教育プロ
グラムである。このモデノレとなっているのが、山形
大学の「エリアキャンパスもがみ」で実施している
現地体験宿泊型授業の「フィールドワークJである。
大地連携ワークショップを大地連携授業にしなかっ
たのは、大学の単位を保証していないからである。
単位互換の協定を結んでいない大学問連携にあって
単位互換を行うことは現実味が乏しい。しかし、大
学によっては他の授業に振り替えて学生に単位を与
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えることも可能なはずであるし、学生はそれを望ん
でいるかもしれなしもこうしたことを考慮して、大
地車携ワークショップの時間数を丸4日聞とし丸
これに事前・事後指導を入れることによって、単位
を出すための時間数は十づ長に確保できる。
大地連携ワークショップの特長を表3にまとめた。
大地連携ワークショップは、現地体験型学習を基本
としており、現地に赴いて座学で地元の人たちの話
を聞き続けることを想定していなし冶もちろん地元
の人たちゃ専門家の話を聞くことを否定するもので
はないが、それがメインディッシュではない。
大脳裏携ワークショップのもう一つの特長は宿泊
型にある。普通の家庭に宿泊することによって夜も
地元の人たちと交流することができる。しかし、常
に普通の家庭が引き受けるわけにもいかないだろう
から、民宿や公開官、廃校になった校舎などに宿泊
することによって、地元の人たちとの交流や学生聞
の交流が進んでいくだろう。こうした宿泊施設がな
い場合には、民間の旅館やホテルでも構わない。
大地連携ワークショップは、すでに実施されてい
る地域の活動を前提としており、それを核として地
域の人たちが主体となって4日間のワークショップ
を設計していくことになる。しかし、地域の人たち
は大学生について知らないし、教育については専門
家ではないので、 大学の教員がこのワークショップ
を教育プログラムになるまでデザインしていくこと
になる。このように大地連携ワークショップは大学
と地域のコラボレーションで出来上がるのである。
どちらが主役ということでもない。
大学は地域の特性を抜きにして大脳裏携ワークシ
ョップを作り上げることはできなし九そこには複雑
な人間模様があり、それをよく知らない大学が勝手
に操作することはゆるされないからた地域におい
ても、短期の財政支援だけを当てにしてプログラム
を組むと、財政支援がなくなったと同時に大地墓携
ワークショップは消滅してしまう。財政支援期間中
から、財敬支援終了後も射程に入れた、財政的に自
立できるワークショップを設計し、実指することに
努めなければならない。
表3 大地連携ワークショップの特長
1 複数の大学からの学生の参加
2 現地体験型学習
3 宿泊型(民泊、民宿、公民館、廃校になった校
舎、ホテルなど)
4 少人数教育 (1プログラム10名程度3
5 地域の資産(自然、文化、産業等)を活用した
教育プログラム
6 大学と地域の双方に利益のある教育プログラム
7 地域の課題と振興についての学生の発表会の義
務付け
8 教育プログラムの自律的改善システムの構築
9 十分な安針生の確保(保険の全員加盟、チェー
ンソーなど危険な道具は使用させない)
10 地域の匠を講師として活用
11 地域の人々(特に地元の子どもたち)の多数の
参加
12 大学から推薦された学生の参加と活動
13 大学生聞の交流
14 大学生と地域の人たちとの交流
15 連続した4日間の活動
16 事前・事後指導
17 学生は活動後、レポート「私は地域で考えた」
を提出
18 講師の謝金は地域負担
19 経費は大学、学生、地域の三者が応分に負担
20 財政支援終了後も長期的に継続できるシステ
ムの構築
4. r大地連携ワークショップ』を実施する主体は
どこか
申請書からも分かる通り、 「大地連携ワー クショ
ップ」は山形と北海道、首都圏で実施するものであ
るが、山形は山形大学が「エリアキャンパスもがみ」
をフィー ノレドとして責任を持って実施するので何も
問題はなかったが、北海道と首郁圏は申請書の中で
どこの大学が実施するかは、書かれていなかったし、
いくつ実施するかも示されていなかった。
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首都圏は、連携機関である川崎市と相模原市を見
つけ出し連携機関になるように頼んでくれた日本女
子大学と東京家政明境大学が「大地連携ワークショ
ップ」の担当校としてその責務を担ってくれること
がスムーズに決まった。しかし、首都圏でいくつの
「大脳車携ワークショップ」を出すのかが決まって
いなかったので、筆者としては各大学そ機関の負担
がないように、合同で一つになっても構わないと言
ったしかし、一つにするための連絡・調整はそう
簡単なことではなしも二つの大学の担当者が会って
話し合いをし、それに二つの自治体の担当者を交え
るとなると、日にちを設定するだけでも大変であろ
うと思う。こうしたことを考慮して、現時点では、
日本女子大学が川崎市と、東京家政明境大学が相模
原市と組んで、それぞれ一つ、合計2つのプログラ
ムが組まれることになっている。
一方、北2厳重は、連携機関を見つけてその交渉に
当たってくれた札幌大学が北海道のもう一つの連携
校である北朔大学と組んで、プログラムを出してく
れることになっている。これは“つばさ"を担当し
てきた双方の教職員の信頼関係によるものである。
しかし、ここにもう一つ大きな問題が生じていた。
北3厳重には4つの連携機関が存在している。大学関
係者は、 4つの連携機関それぞれで大地連携ワーク
ショップを開催しなければならないと考えていたの
である。筆者はその話を聞いた時、それは現実的に
無理だし、第一回の運営協議会で話したように平取
町と阿寒町の二つだけで実施することになっている、
と答えた。釧路市と NPO法人阿寒観光協会まちづ
くり雌機構は共催してもらい、オ出髄教育委員会
には後援してもらったらいいのである。
いずれにしても現時点では、相舗で2つ、神奈
川で2つを考えている。
5. r大地連鴎ワークショップ」を事業終了後も持
続するために
こうした事業は、往々にして「金の切れ目が縁の
切れ目」となる。筆者らは申請書の中で「大脳裏携
ワー クショップ」を、事業終了後も継続して実指す
ると書いているので、 「金の切れ目が縁の切れ目」
とならないように、なんらかの工夫をする必要があ
る。その工夫とは、単純に「地域にも応分の負担を
してもらう」ということである。この地域の負担と
は、 「基本的に地元講師は手弁当であり、事業費か
ら謝金は出さない。大地連携ワークショップで使用
する機材は地元負担であり、事業費からは支出しな
い。」という原則にある。これは山形大学の「エリ
アキャンパスもがみ」の「フィールドワーク」で貫
いてきた精神であり、これがあったので平成18年
度に始まり 20年度に終わった文部科学省の現代
GPの財政支援終了後においても、継続する力とな
っている。支援は自立に向かわなければならなIt¥
ここで我々の考えをいち早く理解してくれたのが、
北海道の平取町であった。第一回運営協議会に出席
し筆者の説明を聞いた平取町の K係長は、役場に
戻って町長や上司に大地連携ワークショップの誘致
に動くようになった。これを誘致するためには、千
歳空港から平取町までの学生が移動するためのパス
を役場で出し、地元の講師キ世具類の費用は役場負
担にすることにしたのだ。そして町の資産である農
業キ林業、文化や自然を生かした研修を設計しよう
と我々に働きかけている。 K係長の熱意は、きっと
大地連携ワークショップを成功に導き、事業終了後
も車断境し発展していけるのだろうと思っている。
おわりに
今、大地連携ワークショップの実施に向かって動
いている大学ヰ嘩携機関の関係者は、非常に誠実で
熱心な方々ばかりである。このプロジェクトの中心
にいる筆者は、かれらを混乱させてエネルギーを無
駄に消費させ、かれらの熱意を下げることだけは慎
まなければならないと思い、動いている。それはこ
の間のシンポジウムや2回の運営協議会だけでなく、
直接かれらと話し合うために、 ~11髄や神奈川に飛
んでいったことが示している。本論も、大地連携ワ
ークショップの共通理解の一助になればと思い書い
た。
大地連携ワー クショップの成功は、そのデザイン
にあるだけではない。参加する学生がいてこそそれ
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はスタートラインにつける。 “つばさ"プロジェク
トの連携校からの多数の参加を待っている。
最後に、拙論が大学と地域の連携による授業キ活
動を模索している全国の大学の参考になれば幸いで
ある。
注
1) 文樹ヰ学省平成24年度「大学問連携共同教育
推進事業J についてはホームページ
( h句:I/www.m闘 .gojp/a_menuJkou旬u/kai
kakul:民法.eil1325191.htm)を参照のこと。
2) FDネットワーク“つばさ"プロジェクト「東
日本広域の大学関連携による教育の質保証・
向上システムの構築」の活動はホームページ
(ht旬:I/www.y阻 agata-u.ac.jp/gplt回ba錨 -p
201剖ndex.h回11)を参照のこと。
3) 山形大学の「エリアキャンパスもがみ」の一連
の活動はホームページ
(ht旬:I/www.y姐 agata.u.ac.jp/g北umulya皿
乃を参照のこと。
